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［要旨］本サブテーマでは、平成21年度に引き続きアジア太平洋地域の主要なバイオ燃料利用国

（中国、インド、インドネシア、日本）におけるバイオ燃料利用に関する政策と現状の分析から

共通課題・教訓および国特有の状況などを整理し、持続可能な発展に資するバイオ燃料利用戦略

の在り方を検討した。併せてバイオ燃料政策の定量的評価のための経済モデルの開発、及びバイ

オ燃料の持続性基準策定における議論進展のレビューを行った。その結果、概してアジアにおけ

る第一世代バイオ燃料の持続的生産については、特に土地利用形態の変化が引き起こす問題が適

切に対処されるのであれば理論上は可能であり、GHG排出削減やエネルギー安全保障等にある程

度寄与しうるものの、非持続的な生産を促す強い経済的誘因が存在するため、持続的な生産の可

能性が保証されるまでは、その推進は慎重を期する方が賢明であると結論づけられた。また、各

国における極めて多様な状況に留意し、農業からエネルギー・交通までのライフサイクルに対応

する関連政策の統合や原油価格や技術革新などの不確定要素への対応、R&D等に対する長期的ビ

ジョンの必要性が明らかになった。一方、日本を含め、セルロース由来（いわゆる第二世代、特

に廃棄物の利用）さらには微細藻類由来（いわゆる第三世代）のバイオ燃料開発が各国で進んで

おり、持続可能な開発の観点からは第一世代バイオ燃料に比して有望視されるが、商業生産技術

は開発途上にあり、またそれらのライフサイクルアセスメント（LCA）に基づく影響は未知であ

り、さらなる知見の蓄積が必要となっている。バイオ燃料の持続性に関する国際的な基準につい

ては、持続可能なバイオ燃料のための円卓会議（Roundtable on Sustainable Biofuels：RSB）などに

より、留意すべき事項を包括的に取り込んだドラフトが提示されるなどの進展があったものの、

ステークホルダーの参加に対するコミットメント、イニシアチブ自体のガバナンス、実際の基準

運用（基準適合の判断や認証機関の設置等）等にまだ多くの課題が残されている。  
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［キーワード］バイオ燃料、アジア、持続性、一般均衡モデル、バイオ燃料政策  

 

１． はじめに  

 バイオ燃料は、エネルギー安全保障問題、地球温暖化問題、途上国における農村開発・貧困問

題等の解決への期待からアジア地域においても推進政策が急速に導入されてきた。バイオ燃料の

導入は、初期段階においては、エネルギー安全保障や短期的な経済効果の側面が重視され加速し

たが、バイオ燃料生産が土地利用や食糧安全保障に与える影響に関する様々な調査が報告される

につれ、バイオ燃料の利用は、それが持続的な形でなければ、地球温暖化問題や社会問題を解決

する一助となるどころか、かえってそれらを悪化することにもなりかねないことが認識されるよ

うになった。  

 しかしながら、経済成長の著しいアジアの途上国においては、気候の利を生かしたバイオ燃料

原料作物の生産および技術に比較的容易なバイオ燃料生産から得られる経済的便益を最大化した

いという期待が依然として大きく、途上国の生産現場の現状把握とそれを踏まえたバイオ燃料政

策の見直しや修正が必要になっている。また一方、日本においては、京都議定書目標達成や未利

用資源の利活用の観点からバイオ燃料政策が進められているがその有効性についても精査する余

地がある。さらにバイオ燃料の貿易については、様々な場で基準などの政策協調についての議論

が進行しつつあるが、進展が著しいとはいえず課題や有効性などについて持続的開発の観点から

検討する必要がある。  

 

２．研究目的   

 本課題は、アジア太平洋地域における主要なバイオ燃料利用国（中国、インド、インドネシア、

日本）においてバイオ燃料利用推進の現状を具体的に把握し、持続的開発に資する政策のあり方

について提言を行うこと、またそれらの結果や進行しつつある地域的・国際的な議論を踏まえ、

バイオ燃料の持続的利用に関する政策協調について検討を行うことを目的とする。  

 

３．研究方法   

 国レベルの研究については、現地調査や現地関係者へのインタビューを通じたケーススタディ

を実施し、バイオ燃料政策（目標やロードマップ、補助金などの経済的措置など）やバイオ燃料

関連政策（環境、エネルギーなど）、バイオ燃料利用に関する条件（生産方法、バイオ燃料市場、

土地利用など)についてデータを収集して市場構造や政策ギャップなどについて検討・分析を行っ

た。また、一般均衡モデルによる政策影響評価ツールを用いて、国レベルでのバイオ燃料政策の

経済的・環境的影響を定量的に評価した。バイオ燃料の持続性に関しては、国際的にRSB(Roundtable 

on Sustainable Biofuels, 持続可能なバイオ燃料のための円卓会議)など様々な枠組で検討が進めら

れているところであるが、これらの枠組における議論に参加し、最新の知見を得つつ、国際政治

学的な観点から検討・分析を行った。  

 

４．結果・考察  

 本年度は、対象国のケーススタディについては、平成21年度の調査により収集・同定した主要
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課題について現地調査等を実施してデータの収集を行い、その分析を完結させた。バイオ燃料政

策の定量的な経済・環境影響については、中国、インド、インドネシアを対象としたバイオ燃料

政策の影響分析を行った。またアジア地域の地域政策協調については、国際的な原則・基準作成

のためのイニシアチブである、持続可能なバイオ燃料のための円卓会議（RSB）に参加することに

より、今後の議論の趨勢および情報の収集と論点の整理を実施し、今後のアジアにおける国際的

基準適用について論じた。以下、結果の概要を示す。  

 

（１）中国・ケーススタディ  

中国においては、エネルギー需要が急増する中にあって、再生エネルギー利用が2005年の再生

エネルギー法の施行にともない急速に進んでいる。バイオ燃料もその一部に位置づけられており、

現在、例えばバイオエタノールの生産は世界第3位の規模を誇るものの、中国国内においては、風

力発電が再生エネルギー関連投資の約7割を占めるのに対し、バイオ燃料はわずか3.6％に過ぎな

い1)。バイオ燃料利用の推進の背景には、経済成長に伴う自動車の急速な普及があるが、同時に

農作物由来のバイオ燃料を生産することによる経済効果の狙いもある。食料を原料とするバイオ

燃料生産による世界的な穀物市場への影響が大きく取り上げられた2007年以来、非食料を原料と

するバイオ燃料生産が課題となっており、バイオディーゼルの原料としてはジャトロファ、バイ

オエタノールの原料としては非食用キャッサバが有望視されている。しかし、バイオディーゼル

生産に関しては、2008-2009年度にかけて実施した雲单省におけるジャトロファからのバイオディ

ーゼル生産が、導入されてから日が浅いため市場が十分に発達していないこと等、経済的な持続

性に関する非確定要素が大きいこと、また都市部への労働人口の流出や本格生産に入ったときの

労働力の確保などの面において必ず持続的な農村開発につながるかは疑問の残るところがある。  

 

 また、バイオエタノール生産の原料として広西省で推進されているキャッサバの生産について

は、当作物がこれまで、食用・飼料用・飲料用アルコール生産用として古くから生産されてきて

いることから、農業技術や原料のデンプン化にかかる工業プロセスの基盤があるものの、輸送用

アルコール生産については、国営企業1社による専売となっており、バイオ燃料の省内導入による

農村部への経済効果はそれほど大きくないものと推察される。むしろ、ベトナム等の隣国から原

料となる安価なデンプンが流入してきていること、デンプンをアルコールに転換する施設が旧式

であること、食用ではなく工業用として優れているキャッサバ品種の導入及び生産技術の更新、

また糖化するだけでなく付加価値のあるデンプン関連製品生産への投資など、バイオエタノール

生産というよりも、むしろデンプン市場・産業全体の活性化が課題となっていると考えられる。

このため、キャッサバからのバイオ燃料生産は、同国において力点が置かれつつある次世代自動

車（電気自動車）開発やそれまでのつなぎの役割を果たすバイオ燃料混合燃料自動車の普及の速

度を見極めつつ、デンプン産業・市場全体を見据えた政策が必要であると考えられる。  

 

（２）インド・ケーススタディ  

インドの国家バイオ燃料政策は紆余曲折を経て2010年に発表された。この政策は慎重ながら楽

観的な性格のもので、2017年までにガソリンへの20%バイオ燃料混合を大量のエタノール供給によ

り達成するものである。2008年10月までに達成するとしていた10%エタノール混合目標を未だに達
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成できていないことから、20%混合目標は達成が困難であると考えられる。国家政策において、エ

タノールが主要バイオ燃料と位置づけられ、それ以外の植物由来バイオ燃料（おもにバイオディ

ーゼル）は二次的な供給源と位置づけられている。インドにおいてサトウキビ生産が不安定であ

ることがバイオ燃料生産のための安定したエタノール供給の大きな障害となっていると認識され

ている。さらにエタノール由来のバイオ燃料の価格設定は議論の多い問題である。エタノールの

主な生産者である製糖業と、バイオ燃料の流通を担う石油販売業は市場におけるエタノール価格

をめぐって論争を続けている。国家政策はこの点について簡卖に触れてはいるが、バイオ燃料運

営委員会に権限を委譲するということを除いて政府がこの問題をどのように解決しようとしてい

るのかについては示唆されていない。この問題はインドにおけるバイオエタノール産業の促進へ

の深刻な障害であると考えられる。  

バイオ燃料計画に関する全般的条件と実現を可能にする環境について、およびバイオエタノー

ル生産に関する水資源制約について、以下に論ずる。  

１）インドのバイオ燃料計画を実現可能にする環境  

バイオ燃料生産については食料 -燃料競合が明白であることから、バイオディーゼル生産につい

ては荒廃地においてのみ許可されている。これは新しい考え方であるが、食料不足が深刻化しつ

つあるインドにおいてそのような荒廃地を見出すことは簡卖ではない。务化した土地および荒廃

地の定義は生産性および休耕期間の観点から議論されている。農業専門家は、必要な投入さえあ

れば一般に荒廃地と呼ばれている土地を尐なくとも卖作可能な土地に転換できる技術がインドに

はあるとしている。さらに、务化した土地のほとんどは人の手が入らない森林か、村落またはパ

ンチャヤト（草の根自治組織）が所有し土地無し農家か先住民コミュニティが放牧などの目的で

使用している共用地のいずれかである。外部の人間にとって荒廃地あるいは不毛の地と見える土

地でも、実際には数百万の貧困層の生計手段を提供しているのである。また土地は他省庁に帰属

するために、バイオ燃料計画の実施官庁である新・再生エネルギー省はバイオディーゼル生産に

必要な荒廃地を取得するうえでほとんど権限がない。  

 種子収集と搾油のための設備が不足している。必要な施設と脂肪種子がなければ起業家に対

しトランスエステル化工場への投資を促すことは困難である。非食用種子の収集は手作業で

あり、大規模バイオディーゼル工場に対する種子収集は極めて困難である。1 日で 80 キロの

種子を収集できるが、これは 20~23 リットルの油脂生産に相当する。収集期間は 1 シーズン

に 3 か月程度であり、1 日 100 トン規模の工場であれば種子収集に 15000 人必要となる。こ

のように大量の季節労働者の確保は困難である。  

 ジャトロファが実を結ぶには 24~30 か月かかる。大規模ジャトロファ栽培を促進するために

は、初収穫までの無収入期間について農家の生計を保障する必要がある。現時点では民間資

本事業を除いてそのような手当は市場においてなされていない。土地無し農家・労働者は担

保になる土地がないために暫定払いを受ける資格がないことが大きな問題である。  

 食料生産に適していない土地で商業的に成り立つ収量を得るために必要となる投入（灌漑、

肥料など）の量について不確実である。インドは複数の気候帯にまたがっており、ジャトロ

ファ栽培とその経済性についての知識移転の際の不適切なスコープもさらなる問題となって

いる。  

 インドでは多くの商品について最低買い取り価格や買い取り保証制度が存在するが、ジャト
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ロファ種子に対しては存在しない。ジャトロファ種子は搾油ではなく植え付け用となってい

ることから、現在のジャトロファ種子価格は極めて高い。現在の価格では、バイオディーゼ

ルの生産コストは通常ディーゼルの 3 倍となっている。  

２）水資源制約  

インドにおいて計画されているバイオ生産、特にサトウキビ由来のバイオエタノール生産、を

行う上で最大の資源制約となるのが水不足である。インドにおいてサトウキビは最も大量に水を

消費する作物である。サトウキビ生産は地下水灌漑によっておこなわれているが、サトウキビの

主な生産地は地下水位が低い水不足が深刻な地域である。本研究の分析結果から、サトウキビ生

産に必要な水量が現況のままであれば、インドにおいて現在のサトウキビ生産量を維持できるの

は5年間程度と推定される。したがってバイオエタノール生産も深刻な打撃を受けることとなる。

このようにサトウキビ由来のバイオエタノール生産は水不足による深刻な危機に直面している。  

インドにおいて、バイオディーゼル生産は全国規模にいたっておらず、バイオ燃料に関する国家

目標は、当面は主にサトウキビ由来のバイオエタノールで達成することとなる。しかしインドの

砂糖需要は国内生産量を上回っており、輸入が増大している。この状況は国内生産量が3割程度増

加しないかぎり今後も続くと考えられる。このような状況から、2020年までにガソリンに対し20%

エタノール混合を実現するというインドの目標は極めて楽観的で、むしろ非現実的と考えられる。 

 

（３）インドネシア・ケーススタディ  

インドネシアは“バイオ燃料の主要産油国”を目指し、2006年に国家バイオ燃料開発計画に着手し

た。この計画は2008年の原油価格の乱高下以前に試みられていたが、バイオ燃料への投資促進の

ための投資家保護や補助金の存在にも関わらず、政治主導や環境面での問題、不安定な市場、技

術的な障害などを解決できなかった。そして2009年までには、政府、産業界、市民団体、そして

農業者団体に至るまで、バイオ燃料に対する楽観的な考えを改めざるを得なくなった。したがっ

て現在では、当初のバイオ燃料の混合比率に執着することなく、インドネシア政府は柔軟な対応

を取るようになった。  

本調査は、3 か所のエネルギー自給村(ESSV)における農民に対して家計調査等を行った。一般

的に農民は政府のバイオ燃料政策には協力的であるが、未だ様子見的な態度であり積極的ではな

い。カロンテンガ村では、生産している農作物のキャッサバから作られるバイオ -ケロシンの市場

に期待しているものの、技術的な問題で精製工場が未だフル稼働には至っていない。また、環境

面で有害な廃水の問題がこの精製工場では解決されていない。プルワントノ村では精製工場が建

設されたものの、廃水の問題も解決はされておらず、充分なスィートソルガムの収穫がされてい

ないため稼働されていない。イセム村では、当初ジャトロファの栽培に意欲的であり、その植物

油を農機具の燃料にするだけでなくジャトロファの廃棄物を調理用のバイオガス燃料として利用

していた。ところが 1 年もしないうちに実を枯らす害虫や収益性がそれほど見込まれないことに

よりジャトロファ栽培を取りやめてしまった。   

考察するに、バイオ産業の基礎は固められたと政策サイドが決めつけてしまったため、議論が

農業の活性化という点を見過ごし、貿易や投資といったことに集中してしまったことが計画遂行

の障害となっている。バイオ燃料の原材料の研究が蔑ろにされたため、プロジェクトの経済的実

行可能性についての考えの甘さが明らかになってしまった。その結果、小規模の地主や農民は損
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失を埋め合わせする資金がないために、最も影響を受けることになった。パーム油については価

格が原油より安価であることが仮定されていたが、原油価格を上回ってしまったため、初期段階

にあったバイオディーゼル産業は殆ど倒産してしまった。ジャトロファの種の収穫は予想されて

いたものの 4 分の 1 であったが、栽培に必要とされた農業投資は予想より上回るものであった。

スィートソルガムの栽培に訓練が必要なように、キャッサバ農家にとっても収量を挙げるために

は援助が必要なこともわかった。   

 

（４）日本・ケーススタディ  

 日本においては、バイオ燃料は、GHG削減、エネルギー安全保障、地域振興、循環型社会形成

等の分野において国レベルの戦略・計画に盛り込まれている。本研究では、これらの戦略・計画

および政策をレビューし、目標達成においてバイオ燃料が果たしうる役割について検討・分析を

行った。その結果、長期的なGHG削減目標達成におけるバイオ燃料の貢献度合は第二世代バイオ

燃料の技術開発だけでなく自動車技術の進展にも依存すること、中期的には、第二世代バイオ燃

料生産技術や原料収集・輸送の発展次第では、地域振興や循環型社会形成において重要な役割を

担いうること、輸入可能量や国内生産量の制約から、エネルギー安全保障における役割は限られ

ていることが明らかになった。さらに、日本におけるバイオ燃料政策の現状、持続可能性基準や

技術協力に関する国際的な取り組みについてもレビューを行い、日本におけるバイオ燃料利用の

課題と利点を整理した。主な課題は、採算のとれる農業資源のないこと、エタノール輸出国にお

ける環境影響の可能性、およびバイオエタノールの流通規格が統一されていないことなどである。

一方、バイオ燃料は、電気自動車等と比較すると導入に関して必要な追加的インフラが尐ないと

いう利点もあり、日本の様々な状況を鑑みると、今後のバイオ燃料政策の展開にあたっては、廃

棄物利用を通じた循環型社会形成や耕作放棄地の活用による地域振興等の政策目標に重きをおい

て推進するべきであると結論付けた。  

 上記の研究結果に基づき、循環型社会形成の分野においてバイオ燃料生産が果たしうる役割を

テーマとして取り上げ、国内における廃棄物由来エタノール生産の先駆的な2事例を対象として研

究を行った。これらの事例で原料として用いられた廃棄物は、建設発生木材と食品廃棄物である。

第一に、聞き取り調査で得た卖位生産量のデータなどをもとに、それぞれの廃棄物をエタノール

生産に利用した場合の廃棄物削減可能量と生産ポテンシャルを、2つのシナリオに関して推計した。

その結果、農林水産省が掲げた「2011年度に卖年度5万キロリットル（原油換算3万キロリットル）

の国産バイオ燃料の生産を目指す」という目標等、生産に関する目標に関しては、これらの廃棄

物由来エタノール活用の果たす役割は大きいと推計されるものの、京都議定書目標達成計画など

に定められた導入目標への貢献は限定的であるとの結果を得た。また、建設発生木材と食品廃棄

物は、ともに、マテリアルリサイクルおよびエネルギー利用において他の用途があり、これらの

エタノール生産への利用にあたっては、循環型社会の基本的優先順位などを十分考慮するべきで

あることも指摘した。第二に、聞き取り調査の結果を分析し、事例間に見られる共通の促進要因

と課題の分析を行った。促進要因としては、政府による財政的補助、リサイクル関連法の存在、

およびエコタウン制度が共通項として挙げられた。課題としては、小規模排出者からの回収、建

設発生木材の買い取りに関する競争の激化、およびエタノール混合ガソリンの流通規格の混在、

が抽出された。以上の分析をもとに、小規模排出者からの廃棄物収集に関する効率的なシステム
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確立の重要性、関連省庁間の連携および廃棄物量データの把握の必要性、林地残材の活用、GHG

排出量に関する評価手法の確立、およびアジア各国における廃棄物を利用したエタノール生産の

可能性等の政策提言を行った。  

 

（５）バイオ燃料政策の経済的・環境的影響を評価するための経済モデル・GHG排出予測モデル

の構築  

インド、中国、インドネシアがバイオ燃料生産を大幅に増加させた場合の政策含意を得る目的

で、2001年を基準年とするGTAP(Global Trade Analysis Project) version 6データベースにトウモロコ

シ由来のエタノール、サトウキビ由来のエタノール、およびバイオディーゼルの3セクターを追加

したGTAP-BIOデータセットを本調査用に改良したデータセットを用いて、一般均衡モデルによる

定量的影響評価を実施した。本分析においては、バイオ燃料用作物を食用作物生産に適さない限

界耕作地を利用する政策を反映するために、土壌および気候パターンをもとに土地を分類した農

業生態系ゾーンの区分を用いて土地の投入を耕作地および限界耕作地に分類した上で、バイオ燃

料用作物については限界耕作地投入により耕作地投入を代替できる構造を採用した。政策シナリ

オとしては1国のみが増産した場合と、複数の国が同時に増産した場合の影響の違いを見る目的で、

インドのみがバイオ燃料生産を倍増した場合と、インド、中国、インドネシアの3カ国がバイオ燃

料生産を倍増した場合の影響を分析した。バイオ燃料増産によって影響を受けると想定されるサ

トウキビ価格、耕作地価格および限界耕作地価格への影響を表1に示す。  

 

表1 バイオ燃料生産倍増による価格変化  

 インドのみ増産  インド、中国、インドネシアで増産  

 サトウキビ  耕作地  限界耕作地  サトウキビ  耕作地  限界耕作地  

インド  0.82% 0.79% 0.81% 1.93% 1.90% 1.93% 

中国  0.36% 0.37% 0.36% 1.55% 1.55% 1.49% 

インドネシア  0.38% 0.37% 0.41% 1.57% 1.51% 1.63% 

出典：シミュレーション結果  

 

 本結果からは、インドのみでバイオ燃料を増産した場合でも、他国の食料価格および農地価格

への影響をおよぼしうること、さらにインド、中国、インドネシアが同時にバイオ燃料を増産し

た場合に食料価格、農地価格への影響が大きくなることが確認された。  

 

（６）バイオ燃料の持続的利用に関する基準についての検討  

 本節は、サブテーマ（２）と連携して分析を行った。本サブテーマでは、バイオ燃料の国際的

基準が、よりローカルなレベルに及ぼす影響の分析を目的とした。国際的に高まっているバイオ

燃料の持続的利用についての基準作成への動きは、「基準を満たす」ということが持続可能な利

用に耐えられるということを示すことから来ている。バイオ燃料そのものは、生産や流通の過程

で持続可能な方法を取られているかを示すことが出来ないため、その「不確実性」を解消するた

めに検証可能な基準が求められたのである。RSBは多様ステークホルダーによる自主的な議論のも

とに「持続的なバイオ燃料生産のための国際的な原則・基準」の改正案を策定し続けている。こ

のような国際的原則・基準作成を試みるイニシアチブは国際バイオエネルギー・パートナーシッ
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プ（GBEP）や持続可能なパームオイルの円卓会議(RSPO)などがあるものの、前者は政府間協議の

ため進捗が極めて遅く、後者はバイオ燃料の原料であるパームオイルに特化しているため、多く

の原料やバイオ燃料そのものに適用することは難しい。その点、RSBは多岐にわたるステークホル

ダーの意見交換とパイロット実験による検証により、整合性があり適用可能かつ持続可能なバイ

オ燃料利用のための基準にもっとも近い位置にあると分析した。  

しかしながら、そのRSBが改訂し続けている原則・基準も、その議論について本サブテーマで分

析した結果、提示された原則・基準は依然として複雑な課題を包含している。たとえば、バイオ

燃料生産による間接的な土地利用の変化(Indirect Land Use Change: ILUC)のために、森林伐採の増

加やGHG排出増の可能性も否定できない一方、RSBによる防止のための基準作りは行われている

ものの曖昧な定義に留まり、確実にバイオ燃料生産過程の間接的な土地変化による環境悪化を止

める手段とはなり得ていない。またRSBに参加するステークホルダー間でのコミットメントの違い

が顕著になったのは、2010年5月に欧州バイオエタノール燃料協会（eBIO）と欧州バイオディーゼ

ル審議会(EBB)そして7月にFEDIOL（欧州植物油産業連盟）が産業界からの意見が反映されていな

いとの理由からRSBから脱退することが明らかになったことからである。RSBには様々なステーク

ホルダーが参加しているため、より緩慢な基準を求める産業界とより厳格なものを求める環境団

体や市民団体との軋轢が原因であった。このような経緯から、RSBは2010年後半より二段階の生産

基準適用への動きを見せている。第一段階は欧州再生可能エネルギー指示書（EU RED）を満たす

比較的緩い基準であり、2年間のうちに第二段階である、より厳しい基準をクリアさせるというも

ので、バイオ燃料に関わる生産者や事業者に配慮された手続きを打ち出し、より多くのステーク

ホルダーからの支持を受けるための努力をしている。  

一方、世界的なバイオ燃料使用の増加に伴い、バイオ燃料の生産における環境配慮のための原

則・基準はRSBだけでなく様々な団体が行っており、その中でどの原則・基準が世界標準として認

知されて行くかは予断を許さない。実際に基準を運用する際の課題（基準適合の判断や認証機関

の設置等）がより具体的になり、バイオ燃料生産における基準の実行可能性が問われている中、

RSBの基準が将来的に欧州連合の基準に採用される可能性の高まりもあり、その国際的な認知度お

よび重要性が増していることが明らかになった。RSBの基準がアジア地域における持続的利用に関

する政策協調に向けた教訓としては、今後同地域においてバイオ燃料の原料が多様化していくで

あろうことを踏まえると、特に途上国における現状やLCAなどの科学的手法に基づく知見の蓄積

の重要性と、欧州での原則・基準の統一化が進む中、国際化の必要性を考慮に入れた議論が求め

られるという認識を得た。  

 

５．本研究によって得られた成果  

（１）科学的意義  

情報収集が困難である途上国のバイオ燃料政策やその生産・利用の現状に関する情報や日本に

おける最新の情報の整理・分析、および生産現場の現状についての現地聞き取り調査により、ア

ジアにおいてバイオ燃料政策が見直されている現状や持続開発に資するための諸課題が明らかに

なった。  

情報収集が困難である途上国のバイオ燃料政策やその生産・利用の現状に関する情報や日本に

おける最新の情報の整理・分析、および生産現場の現状についての現地聞き取り調査により、ア
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ジアにおいてバイオ燃料政策が見直されている現状や持続開発に資するための諸課題が明らかに

なった。  

本研究の科学的貢献は、特に現地調査を中心にしたケーススタディから得た一次データを用い

てバイオ燃料の社会経済的、環境的影響を分析したことである。土地と水資源の利用可能性が特

にインドや中国においてバイオ燃料の可能性を制限する要素であった。東アジアでの土地利用可

能性を指摘する研究（USAID(United States Agency for International Development)
2）やFAO(Food and 

Agriculture Organization)
3)）があるものの、分析方法が不明確であり統計値にも疑問が残る。土地

は、食料生産や住居の建設、生態系への保全など代替的使用方法が存在するため、土地の利用可

能性を特定することは非常に困難である。特に土地の使用に関して問題になるのはバイオ燃料の

生産が誘発する森林破壊である。一方、アジアでは水資源も希尐であり、特にインドや中国にお

いて、バイオ燃料は利用できる水に依存している。荒地で栽培できるはずの非食料穀物、例えば

ジャトロファには限界があり、特効薬ではなかった。それは、荒地で栽培すれば収穫できる油の

生産量は限られ、より栄養に富んだ土地に栽培するか水・肥料を使用すれば生産性は増加するが、

食料穀物用の土地や資源を圧迫してしまう。  

ジャトロファは労働集約的であり、収入を得るには難しく貧困層の農業労働者の関心を得るこ

とも出来なかった。政策分析では、資源と市場の制約が明らかになるにつれ、多くの国々が当初

の高い目標値を修正せざるを得なくなった。バイオ燃料は小規模の農業における廃棄物利用や作

物の多様性などから、小規模経営にその可能性があることが分かった。   

 

（２）地球環境政策への貢献  

現在行われている規模のバイオ燃料政策は妥当なものであり、市場が引き続き発展することが

予想される。 大規模なバイオ燃料生産の導入をもたらす高い目標のバイオ燃料混合比率や補助金、

価格操作による産業活性化のための政策は、森林破壊などを誘発する持続可能ではない生産方法

であるから促進されるべきものではない。一方、先端的なバイオ燃料生産についての科学的・技

術的調査は引き続き行うべきである。(査読付き論文に準ずる成果発表 1)において提案した) 

持続可能なバイオ燃料の基準は、持続可能な生産方法を確実に使用することを担保しなくては

ならない。RSB の基準は政府に採用されることを推奨されている。（RSB-IND-01-001 (Version 2.0) 

RSB Compliance Indicators 20 Jan 2011 ）RSB 基準は、他のイニシアチブのものより厳しいもので

あるがパイロット実験の結果では実行可能であった。   

また、バイオ燃料は廃棄物利用に貢献することも指摘された。しかしながら、他の廃棄物リサ

イクリング方法との調整をする政策が必要だということが明らかになった(査読付き論文に準ず

る成果発表 2)において示した) 。同時に、農業廃棄物が生態系の保存に有効であるため（発表論

文 2）において示した）、バイオ燃料のための農業廃棄物の利用促進政策が生態系の維持への障

害とならないようにすべきことも分かった。  

また、個々のケーススタディにより、それぞれの国特有の政策が必要であることが明らかにな

った。  

 当財団が主催した国際シンポジウム（International Forum for Sustainable Asia and the Pacific, 

ISAP）及びUNEP資源パネルに関するセミナー(Sustainable Resource Management and Asia - Focusing 

on Discussions by the UNEP Resource Panel) において、本研究の成果をベースに政策担当者を交え
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た議論やダイアログを実施したほか、持続的なバイオ燃料利用のあり方に関する国際的なイニシ

アチブ(Roundtable on Sustainable Biofuels) における議論への参加など、国レベルだけでなく地球規

模でのバイオ燃料政策へ貢献した。同様に、東アジア・ASEAN経済研究センター(Economic Research 

Institute for ASEAN and East Asia, ERIA)のワーキンググループに参加、バイオ燃料の持続可能性に

ついての研究提言を行い、アジアにおけるバイオ燃料についての認識拡大に貢献した。また、本

研究を通じて得た知見・政策提言は、今後、（財）地球環境戦略研究機関 (IGES)のウェブサイト、

広報誌、シンポジウムなどをとおして成果の広報・普及に努める予定である。  
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